
１.岸田発言

2022年8月26日、岸田首相は、①原発の

最長60年運転期限の延長、②原発の新増

設のリプレース（建て替え）の方針を発

表しました。

朝日新聞 2022.8.25

(1) 新増設

首相は、これまで公私にわたって、原

発依存の低減、福島事故以降歴代首相が

踏襲してきた原発の新増設はしない政策

を承継すると公言してきました。

ところが、福島事故の教訓、反省はど

こへやら、唐突に態度を豹変するに至っ

たのです。

その背景には、脱炭素政策には原発の

活用が必要である、ロシアのウクライナ

侵攻により電力需給不足が生じるという

電力業界や経産省の圧力が働いたことは

明白です。

新設原発としては、次世代革新炉（革

新軽水炉、小型モジュール炉など）を想

定しているようですが、この原発の実用

化の目途は全く立っていません（原子力

資料情報室578・579号を参照）。

(2) 老朽原発の延長

① 原発の運転期間を原則40年とし、1回

限り最長20年延長できるルールが、原

子炉等規制法の改正（2012年6月。§43

の3の32）によって導入されました。

ところが、その後の法運用は、例外
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が原則化し、規制委員会は40年超の老

朽原発4基（高浜1,2、美浜3、東海第2）

の運転延長を認可しました。2021年6月

には美浜3号機（45年経過）が再稼働し

たものの、わずか4ヶ月で運転停止して

います。また、2022年10月12日、九電

が川内原発の20年延長を申請しました。

② ルール撤廃の方針

2022年10月5日、経産省は60年ルール

の法規定を削除する方針を示し、規制

委員会は運転期間問題は政治判断だと

して意見を述べず容認する立場を確認

しました。

11月2日に規制庁は、上記政府方針を容

認して、規制法を改正して最長60年ルー

ルを撤廃して、運転開始から30年を起

点にして10年毎に審査する見直し案が

検討されることになりました。これに

よって老朽原発が60年を超え80年でも1

00年でも稼働することが可能となりま

す。

山中原子力規制委員長は「運転期間

は利用側で決めること。規制委が意見

を述べるべきではない」と発言（11月3

日朝日新聞）。

朝日新聞 2022.11.3

規制委員会は、とうとう「推進委員会」

の本性を露わにし、「事業者の虜」の度

を深めており、第2のフクシマが憂慮さ

れます。全国民的反対運動でこの見直し

案を撤回させなければなりません。

政権の意向を唯々諾々と受け入れる

姿勢は、規制委員会新設の目的が「規

制機関として中立公正な立場で独立し

て職務を行使し、もって国民の生命・

健康・財産の保障、環境の保全に資す

る」（設置法1条）という任務を放棄し

た対応と言わざるをえません。規制委

員会は個々の申請に対し、「安全規制

を厳しく行うから問題ない」というか

もしれませんが、運転期間の延長を原

則禁止した法規制とは、老朽化が事故

発生の危険性を加速するという科学的

根拠に基づいています。この法の趣旨

を理解せず、安全性の確保を個々の審

査に委ねる方向でのルール撤廃は、国

会決議を軽視し、フクシマの悲劇の再

現を許すものです。国民の声を「聴く」

と称する岸田政治の欺瞞性が露呈した

ものと言わざるをえません。

２.再処理に及ぼす影響

無期限の原発稼働が認められることに

よって、使用済燃料は益々増え続け、原

発での貯蔵容量が限界に達します（ちな

みに、現在の貯蔵率は高浜74%、美浜61%、

東海第二84%。全原発の平均は約80％）。

その容量超えの分が六ヶ所再処理工場へ

回されたり、むつリサイクル燃料備蓄セ

ンターのような中間貯蔵施設に運び込ま

れ、無駄で危険な核燃料サイクル政策が

続くことになります。

原発の耐用年数は40年と言われており、

老朽原発再稼働の危険性、設備の保守に

要するコストは莫大となります。原告団

としては、再処理政策を中止させる観点

からも、60年ルールの撤廃方針に強く反

対していかなければなりません。
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３. 高レベル廃棄物処分の無策

岸田首相は、2022年10月6日の参院本会議

における立憲民主党の田名部匡代議員の代

表質問に対して、最長50年の貯蔵期限を設

けて六ヶ所核燃施設で保管されている高レ

ベル廃棄物（ガラス固化体2,176本）につい

て、「事業者が地元との約束をしっかり順

守するよう国としても指導する」と答弁し

ました。

しかし、国の具体的な指導方法について

は言及せず、抽象的な答弁に終わっていま

す。それもそのはず、最終処分地の選定・

建設着工までに要する期間（30

年）を逆算すれば、約束順守は

はじめから不可能なのですから。

「しっかり」指導するとしか言

いようがないのです。

国は青森県に対し、「青森県

を高レベル廃棄物の最終処分地

にしない」と確約しています。

田名部質問はその確実な履行を

迫ったものですが、はぐらかさ

れ、言質を取ることができませ

んでした。

青森県では、最終処分問題に

ついて、北海道をはじめ全国各

自治体で制定されている「核の

ゴミ拒否条例」の制定運動を2

年前から行ってきました。原告

団の皆様にもご協力をいただき、

青森県議会に42,427筆の署名を

添えて、去る9月21日に請願し

ました。

しかし、議会は10月11日「国

との確約があるから条例制定の

必要性が認められない」という

理由で不採択にしました。しかし私たちが

条例制定を提起した理由は、確約が守られ

る何の保証もないからです。「確約」は国

が原子力政策（原発稼働・再処理事業）を

継続したいがためのリップサービス、空証

文であり、そうさせないためには、法的拘

束力のある条例を作るべきであると主張し

ているのです。国を信用しましょうという

県議会議員や知事は、これまで県がどれだ

け国に欺かれて煮え湯を飲まされてきた苦

い経験を忘れ、県民と核燃に反対する多く

の国民の声を無視したものです。核燃マネー

への影響（減額）を恐れる県知事の意向を

忖度した選択をしたもので、民意無視も甚

だしいと言わざるをえません。

署名運動の経過・総括については、県民

の会の事務局を担ってくれた原告団の伊藤

和子さんの報告（12頁）をご覧ください。

デーリー東北 2022.10.6
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長い停止状態にある再処理工場で、いつ

かは起こると予想していた特定重大事故の

一つである蒸発乾固の一歩手前の事故が発

生しました。

再処理工場でも原発でもあってはならな

い冷却機能喪失による高レベル廃液の沸騰

初期段階の事故が高レベル廃液ガラス固化

建屋内で7月2日に現実に起きたのです。

原因は、日本原燃の発表では、作業員が

誤って冷却水の仕切弁を閉止したため、廃

液が32℃まで上昇し、その状態が8時間も続

き、閉止に気づきバルブを全開しなければ、

廃液は沸騰点を超えてルテニウムが放出、

蒸発乾固し大事故に発展していたかもしれ

ません。何とか誤閉止に気づいて復旧した

ので難を免れましたが、日本原燃のずさん

な管理と未熟な運転能力がはっきりした事

故でした。

この事故は日本原燃の技術的能力の無さ

と同時に、この点を見逃して変更許可を出し

た原子力規制委員会の審査の誤りが露呈した

ものです。

原告団は、これに対して規制員会と日本原

燃に対し抗議文（別稿）を出し再処理工場の

運転中止と許可取り消しを求めました。

その後日本原燃が補正報告書を公表したのを

受けて、弁護団において事故の進展と原因に

ついて検討した結果、伊東代理人が中心となっ

て準備書面（192）を作成し陳述したものです。

１．供給液槽Ｂで安全冷却水系機能喪失

・高レベル廃液（崩壊熱発生）を貯蔵中の

供給液槽Ｂで、８時間にわたり、安全冷

却水系が両系統機能喪失

・Ａ系は工事のため停止中

・Ｂ系の仕切弁が閉鎖された

２．どんなことが起こったのか
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起こった場所：日本原燃が最初のストレス

テスト報告書で福島原発事

故のような重大事故への安

全裕度を評価するために選

定した重要な安全装置であ

る安全冷却水系

起こったこと：災害や火災が起きたわけで

もないのに、両系統とも機

能喪失し、冷却能力を喪失

した

３．事故の時系列その１

・6月19日から工事のため安全冷却水系Ａ系

運転停止＝Ｂ系のみの単独運転状態

・7月2日18時50分頃、当直員が定刻のデー

タ確認で安全冷却水系Ｂ系が15時30分頃

から流量低下していることを確認→流量

低下に気づくまで3時間20分

・当直長は22時の定刻のデータ確認で再確

認することを指示→流量低下を検知した

のに次の確認は3時間10分後と指示

・統括当局長が系統の漏洩を疑ったのでＢ

系の漏えい確認を指示

・当直員は21時頃漏えいがないことを確認

→漏えい確認の指示から確認までに2時間

10分

４．事故の時系列その２

・22時の定刻のデータ確認で当直員が供給

液槽Ｂの温度上昇を確認→流量低下開始

から温度上昇確認まで6時間30分

・統括当直長がＢ系の弁の開閉確認を指示

・23時43分、当直員がＢ系の仕切弁閉止を

確認→Ｂ系の弁の開閉確認指示から確認

まで1時間40分あまり

・統括当直長と当直長は、冷却水が全停止し

ている場合には安全冷却機能が喪失した

こととなる点に思いが至らなかった

・23時44分、仕切り弁全開：事故収束まで8

時間10分あまり

・23時50分、供給液槽Ｂの温度低下開始を

確認

５．日本原燃による事故原因調査

・Ａ系の溶接準備をしていて弁の閉止作業

をした作業員は、Ｂ系の仕切弁閉止を否

定

・当該時刻に入域していた29名、管理区域

に入域していた２３３名への聞き取りで

仕切弁を閉止したという者はいなかった

・「当該仕切弁が閉となった原因は、安全

冷却水系Ａ系列の工事中に当該仕切弁を

安全冷却水系Ａ列の弁と誤認し、誤って

閉止操作したことから供給液槽Ｂへの安

全冷却水系の供給が停止したものと推定

した。」

・日本原燃の調査ではどうして仕切弁が閉止

したかを特定もできず「推定」に終わって

いる

６．安全冷却水系Ａ系とＢ系は同じ部屋で隣

り合わせ
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安全装置を多重化する場合、２つの装置

を物理的に分離／離隔することが必要（近

接して配置すれば同時故障の危険が大きく

なる）だが、安全冷却水系のＡ系とＢ系は

同じ部屋に隣り合わせに配置されていた

この図は「イメージ図」で実際の配管等

がこのように色分け・着色されていたわけ

ではない

７．安全冷却水系の系統識別表示はされてい

なかった

・安全冷却水系の系列の識別表示（Ａ系列

／Ｂ系列）はされていなかった

・当該仕切弁（Ｂ系）は、Ａ系列の弁とハ

ンドル形状が同じ

・ハンドル部に銘板（弁番号）があるもの

の弁の周辺が狭隘のため視認しにくい状

況だった

・当該仕切弁には開／閉状態の表示がなさ

れておらず、弁の開／閉状態も視認しに

くかった

安全装置の多重性確保のために系統の識

別表示はイロハのイレベル

重要な安全装置であり、しかも２００６

年のアクティブ試験開始から高レベル廃液

を貯蔵していた以上、安全冷却水系はその

後常時運転を継続してきたはず：すでに10

数年も運転してきた重要な安全装置に系統

識別表示もしてこなかった？

８．識別表示を怠ってきたのはそれだけでは

ない

日本原燃は、安全冷却水系だけではなく、

使用済み燃料プールを冷却するプール冷却

水系も、水素爆発を防止するための安全圧

縮空気系も、今回の事故まで系統の識別表

示を怠ってきた（弁の誤操作を防止するた

めの施錠管理も）

日本原燃が今回の事故前に識別表示をし

たのは非常用所内電源系等だけ：福島原発

事故で直接問題になったところだけやれば

いいという姿勢
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９．より深刻な事故の可能性

・日本原燃は、事業指定ベースの解析では

冷却機能喪失から24時間で沸騰としてい

たが、今回の事故で現実的な条件で評価

すれば沸騰には至らないと主張し、被告

も同調して事態の沈静を図っている

・しかし今回、温度上昇が少なくて済んだ

のは、もともとの解析で最速の機器でも

沸騰まで23時間とされていたガラス固化

建屋の貯槽で発生したこと、貯蔵してい

る廃液がアクティブ試験の時から貯蔵を

続けている保管期間が長く崩壊熱が小さ

なものであったため

→より事故進展が速い機器で、溶解後間

もない廃液を貯蔵している貯槽で発生

したらより深刻な事故になりかねない

１０．他の建屋・機器での事故想定

・精製建屋のプルトニウム溶液

冷却機能喪失から沸騰まで11時間

臨界安全性の確保が保証できなくなるま

で約38時間

・分離建屋の高レベル廃液

冷却機能喪失から沸騰まで15時間

ルテニウムの気化＝放射性物質放出開始

まで約88時間

今回の事故で8時間もの時間がほぼ無為に

空費されたこと、仕切弁閉止を聞いても現

場の責任者が冷却機能喪失に思い至らなかっ

たことを考えると、事故拡大防止に時間的

余裕があるとか、適切な防止行動が期待で

きるとはとてもいえない

１１．日本原燃の技術的能力への強い疑問

・重要な安全装置の安全冷却水系がＢ系単

独運転、すなわちそのＢ系に何か異常が

生じれば直ちに冷却機能喪失に至る状態

なのに運転状況確認は４時間に１度

・しかも流量低下という異常を検知した後

もそれを維持→流量の再度の確認は3時間

10分後の定時でいいと指示

・現場の幹部責任者が、仕切弁の閉止を聞

いても冷却機能喪失に思い至らなかった

・安全冷却水系Ｂ系と特定した漏えい確認

に2時間10分

・安全冷却水系Ｂ系の弁の開閉確認に絞っ

ても1時間40分あまり

・10数年も常時運転している安全装置に系

統識別表示せず

１２．流量低下・安定で何故漏えいを疑った？

ポンプ出口流量は、系統からの漏洩なら、

まずは増加するはずではないか？
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流路閉塞（弁閉止等）なら、流量が落ち、
その後安定

このチャートならまずそれを考えるのが
常識

逆に漏えいを考えるのではプラント管理
者として能力が疑われる

１４．まとめ
・再処理工場で福島原発事故のような重大
事故を防ぐための要の安全装置で、災害
も火事もないのに、両系統機能喪失が現
実に起こってしまった

・それを機に、日本原燃がすでに１０数年
も常時運転している重大な安全装置に系
統識別表示さえしていなかったことが発
覚した

・日本原燃の現場責任者は状況把握に長時

間を要し、しかも冷却水停止が安全冷却

水系の機能喪失となることに思い至らな

かった

・より事故進展が速い機器で本操業後通常

予定される高レベル廃液で起こればより

深刻な事故になりかねない

・安全装置が複数ある（多重性）故に安全

とはいえず、日本原燃の技術的能力には

強い疑問があることを改めて実感させる

事故だった

規制庁は、10月19日、規制委員会に対して、

本件喪失事故の評価について「安全確保機能

への影響が限定的かつ極めて小さく、国際原

子力機関や経済協力開発機構原子力機関が定

めた「国際原子力事象評価尺度は7段階のいず

れにも該当せず、尺度未満（ゼロ、安全上の

問題がない）とする報告をしました。被ばく

がなかったことから「異常事象逸脱」と評価

しなかったと思われます。

規制委員会は、日本原燃の評価の妥当性を

判断できる状況にないのでこれ以上の確認作

業は継続しない旨の決定をしました。日本原

燃の評価は、一歩間違えれば溶液の爆発など

重大な危険があったことを隠した世論操作と

言わざるをえません。今後の規制庁規制委員

会の審査を注意深くチェックする必要性を痛

感しています。

2022年8月31日、原告団は原子力規制委員会・

原子力規制庁と日本原燃に対して抗議文を提

出し、記者会見を行いました。紙面の関係で

前者のみを掲載します。なお、この抗議文は

日本原燃の詳細な事故報告や対策を期した補

正書が提出される前のものです。補正書を踏

まえた事故原因の分析と批判は、伊東弁護士

の前掲準備書面を参照してください。

8

１３．このチャートを見れば流路閉塞が第１選択

日本原燃の甘い評価

冷却機能喪失事故に対し、原告団が抗議文
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環境省ホームページより
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プルトニウムには軍事用と民生用の両面が

あります。そもそも再処理は原爆の材料であ

るプルトニウムを生産するために開発された

技術です。

米国のハンフォード再処理工場は長崎に投

下された世界初の原爆材料であるプルトニウ

ムを抽出した施設です。核保有国である旧ソ

連、英国、仏国も軍事用再処理を目的として

再処理工場を建設・運転してきました。

他方、プルトニウムを燃やして発電する高

速増殖炉計画が打ち出され、各国は民生用の

再処理を推進するようになりました。

しかし、計画は思うように進まず、米国、

ドイツ、最近では英国も再処理事業から撤退

し、現在も再処理を継続しているのは、仏国

のラ・アーグ工場のみとなり、世界の潮流は

商業再処理から撤退しているのが現状です。

六ヶ所再処理工場が本格稼働待ちとはいえ、

積極推進の国策を掲げているのは日本のみと

いう異例な情況と言わざるをえません。

再処理衰退の原因は、プルトニウム利用の

道が無いこと、プルトニウムリサイクルのコ

ストが膨大であること、住民被ばく・環境汚

染の社会的非難が強くなったこと等が考えら

れます。

本準備書面は、109頁にわたっていますが、

何故世界各国が再処理を始め、何故止めるよ

うになったのか、六ヶ所再処理工場が、如何

に世界の潮流から外れた時代錯誤的遺物であ

るかを、歴史的事実を基に明確に証明してい

ます。

本準備書面は、担当の笹田が記しているよ
うに、その多くの部分を2021年10月に発行さ
れた「プルトニウム」（フランク・フォンヒッ
ペル、カン・ジョンミン、田窪雅文著。緑風
出版）を参考にしており、もっと詳しく知り
たい方は、是非とも本書にも目を通していた
だきたいと思います。

準備書面がほしい方は、事務局までお知ら

せください。また、ホームページにも掲載さ

れています。

ハンフォード核施設

BUSINESSINSIDERホームページより
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準備書面(１９３)

世界の再処理の潮流と現状、そして六ヶ所再処理工場
原告 笹田 隆志

１．被告・原子力規制委員会
準備書面(6) 火山の影響に関する規制の合

理性（立地評価及び火山活動のモニ
タリング）について

※次回は航空機墜落に関する準備書面と
火山(2)―影響評価―に関する準備書面を
提出予定。

２．参加人・日本原燃
・準備書面(3) 「平常時被ばく」

新規制基準線量評価に関する解説。
・原告らの令和4年(2022年)7月25日付け文

書送付嘱託申立書に係る上申書(2022.
9.9付)

※次回以降に重大事故対策の準備書面提出
予定。

2022年12月23日(金)

午後1時30分 進行協議

午後2時 口頭弁論

原告団は、目下活断層、火山関連の再反論

を準備中です。

暮れも押し迫ったあわただしい時期ですが、

1年の締めくくりの裁判となりますので、多

数の皆さんの傍聴をお願いいたします。

(次回以降の裁判予定 2023.3.24、 2023.6.30)

被告規制委・参加人日本原燃の訴訟準備 次回裁判の日程



９月21日、署名４万２４２７筆を添えて、

青森県議会を訪れ、「青森県を高レベル放射

性廃棄物の最終処分地としない条例」制定を

求める請願書を提出しました。

その際、三橋県議会議長は「最終処分地に

しないとの思いは一緒、請願をしっかりと受

けとめたい。」と答えています。

しかし、10月６日の常任委員会（商工労働

観光エネルギー委員会）で不採択が確認され、

10月11日の青森県議会本会議で正式に不採択

となりました。青森県議会議長から、「請願

の審査結果について」という文書が送られて

きました。

この間議会で、紹介議員の皆さんの一般質

問、常任委員会や本会議での討論、それぞれ

の場所で「採択すべき」と訴えた意見や質問

に対する回答は何一つなく、「国と事業者と

の約束は明確であり、適切な対応であり、条

例制定は考えていない」の一点張りです。

本会議では主に鹿内博議員（県民主役の県

政の会）が、本条例制定の必要性（内容はホー

ムページに掲載）を強く訴えましたが、採決

の結果否決となりました。なお、本条例制定

に賛意を表した議員は、立憲民主党３名（１

名は欠席）、共産党３名、県民主役の県政の

会２名の計８名でした。

県民の会は、『このままでは青森県は核の

墓場になってしまう』こんな危機感から、

「条例」制定を求めて署名活動、青森県議会

への請願行動を2020年８月から取組んできま

した。

コロナ感染症と同時進行のような状態で対

面での署名活動ができず、街頭署名・街宣も

思うように出来ない中でも、六ヶ所村全域に

チラシ配布行動（署名のお願い）・講演会・

県に対する質問状の提出、要請行動、原発・

核燃に頼らない青森県をつくるプラン提案

（冊子）作成などに取組みました。

それぞれの団体も、創意工夫をしながらこ

の２年を超える長きにわたり活動してきまし

た。こうした中で、県内外の脱原発団体・労

働団体、生協や市民団体、政党、宗教団体等

幅広く協力頂きました。
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「青森県を高レベル放射性廃棄物の最終処分地としない条例」制定を求める

9月21日 ４万２４２７筆 の署名を添え、県議会へ請願提出

10月11日の青森県議会定例会で不採択

不採択の理由（全文）
「趣旨を了として採択とすべき」との意

見と『請願では「青森県を高レベル放射性

廃棄物の最終処分地としない条例」を制定

することを求めているが、高レベル放射性

廃棄物については、一時貯蔵を前提として、

原子燃料サイクル施設の立地を受け入れた

ものであり、安全協定や各電力会社からの

確約、最終処分事業を進める国からの確約

があり、事業者に対しても、国に対しても

折に触れて確認し、それぞれ遵守するとの

回答を得ているところであることから、今

回の請願については、不採択とすることが

適当と考える。』との意見があり、採決の

結果、不採択と決定。

青森県内・全国から署名が

９月末に４万２６８３筆

ご協力ありがとうございました。

9月21日署名と請願書提出



６７団体から署名簿、またそれぞれの団体

で呼びかけてくれた個人の方や、全く個人的

に署名を送ってくださった方など、６００通

を超える封書が事務局に届きました。

最終的に９月２９日現在で４万２６８３筆

の署名が集まりました。

ありがとうございました。何回にも渡って

郵送してくれた方もおり、本当に感謝です。

原告団で「県民の会」の事務局を担うこと

になり、原告・支援者の皆様には多大なる協

力頂いたことに深く感謝申し上げます。

三沢市在住 原告

「県民の会」事務局 伊藤和子
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上記記事 2022年10月12日デーリー東北 他に朝日新聞・東奥日報・各社掲載

県議会の不誠実さに

直ちに抗議

活動を継続

「・・条例制定を求める県民の

会」のこれまでの活動について

はＨＰ等ご覧下さい。

★ 原告団ホームページ

http:// 1mangenkoku.org/

★「県民の会」ホームページ

〔URL〕http://kenminnokai.

s1010.xrea.com

※講演会の資料、録画も掲

載してあります。

本会議終了後、浅石・奥村両共

同代表が記者会見を行い、県議会

の不誠実・不当な対応に抗議の意

を表明しました（県議会議長には

抗議文を郵送）。

今後はこの間の活動を総括しな

がら、あらたな形で運動を継続し

ていく方向で総会開催の準備を進

めています。

引き続き、みなさまのご支援を

お願い致します。



高レベル放射性廃棄物の地層処分方針を見直し、将来世代に対し責任を持て

る持続可能な社会の実現を求める決議 

１ 国及び地方自治体は、気候危機問題、エネルギー政策及び原子力政策にお

いて、世代問の公平性と将来世代の人権に配慮し、短期的な利益追求や課題

への対処にとらわれずに政策決定をすべきである。 
２ 国及び原子力発電事業者・核燃料の再処理業者等は、使用済み核燃料を含

む高レベル放射性廃棄物について、以下の方策をとるべきである。 
（１）再処理施設等の核燃料サイクルを速やかに廃止すること。 
（２）使用済み核燃料については、原発をできる限り速やかに廃止してその総

量を、確定させ、また、再処理せず直接処分すること。 
（３）地層処分を前提とする現行の「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法

律」を一且廃止し、一時的な保管を含む廃棄物の処分方針について、以下

の内容を 踏まえた新たな枠組みを持つ法制度を設けること。現在世代

の責任を明確にするため、新たな法制度に基づく会議体等において処分

方針に関する議論を開始するとともに、処分方針は、同制度の下で合意し

た内容を基本とすること。 
① 会議体等は、高い独立性を有し、多様な意見や学術分野の知見を反映す

るような人選とし、その人選については公開性・透明性が確保されること。 
② 十分な情報公開の下、市民が意見を述べる機会が保障され、話合いの過

程を公開・記録し、後目、意思決定過程が検証できるようにするなどして、

市民の参加権・知る権利を保障すること。 
③ 会議体等の議論においては、複数の選択肢及びそれぞれの選択肢のリ 

スクと安全性を示すこと。議論に関連する科学的・技術的情報については

その信頼性・不確実性を適切に認識できるようにすること。 
④ 将来世代の利益・決定権を不当に侵害しないよう、一定期間ごとに処分

方針の見直しを行い、いつでも従前の方針を全面的に変更することができ

る制度とすること。 
３ 国及び地方自治体は、地方自治体が、原発や放射性廃棄物処分場等に関す

る交付金に依存することなく、自らの有する地域資源を最大限に活用して

持続可能地域社会を実現するために、以下の施策をとるべきである。（以下

省略） 
 

日弁連人権擁護大会決議 

2022年9月30日に旭川市で開催された日弁連の人権擁護大会で、

高レベル廃棄物の最終処分問題について次のような決議がなされま

した。

私浅石も大会前日のシンポジウムの担当委員の１人でしたので、

決議と提案理由（決議第2項の要約）を報告します。

日弁連決議の基調報告書(254頁)は、日弁連のホームページに掲

載されています。高レベル廃棄物の問題点を法律家集団が専門的か

つ網羅的に検討し報告した最新情報です。
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決議第２項の提案理由

福島第一原発事故から、１１年半が過ぎました。東日本大震災による、福島県から県外への避難者は、現在

も２万人を超えており、その多くは、原発事故による避難者と考えられ、現在も様々な生活支援が続けられて

います。

原発が一たび事故を起こした場合、広範囲に、長期にわたる、甚大な被害が発生することを目の当たりにし

ました。地震をはじめとする自然災害が多発する、この日本においては、原発を続けることはできません。

日弁連は、１９７６年から既に、原子力エネルギーの危険性を指摘してきました。そして、２０１３年には、

原発は、できる限り速やかに廃止すべきことを、決議しました。

しかし、政府は、原発を維持する方針をいまだ続けています。私たちは、二度とあのような事故を起こさせ

ないためにも、改めて、原発の廃止を表明すべきです。

私たち日弁連は、２０１４年の人権大会において、核燃料サイクルの廃止についても決議しました。この点

に関する政府の原発に関する方針は、福島原発事故以前から、大きくは変わってはおらず、使用済燃料を再処

理し、プルトニウムを抽出するなどして再利用する政策、いわゆる核燃料サイクルについても維持し続けてい

ます。

しかし、六ヶ所再処理工場は、当初の計画から２５年が経とうとしていますが、いまだ完成に至ってはおら

ず、中核となる高速増殖炉「もんじゅ」は、巨額の費用が投じられたにもかかかわらず、２０１８年に廃止の

方針となりました（２０１８年３月に廃止計画が認可）。前回の決議から、さらに、核燃料サイクルの廃止の

必要性は高まったといえます。

そして、原発の運転により発生する廃棄物である使用済み核燃料を含む高レベル放射性廃棄物の処分問題を、

昨日のシンポジウムでは取り上げました。高レベル放射性廃棄物は、原料のウラン鉱石と同程度の放射能レベ

ルに低下するまでに約１０万年を要するといわれています。

現在の我が国の高レベル放射性廃棄物の処分方針は、福島原発事故の１０年以上前に成立した「最終処分法」

に基づき、地下３００ｍより深い地面に埋めるという方針をとっています。昨日のシンポジウムでは、専門家

からは、地殻変動帯に位置する日本においては、高レベル放射性廃棄物を、安全に処分方法は確立されていな

いとの指摘がありました。そのような安全性が確立していない地層処分方針は、撤回すべきです。

また、現在の政府の方針である地層処分は、廃棄物を地下施設に埋設した後は、埋め戻してしまい、もはや

取り出せないようにするというものです。しかし、今後、数十年、数百年のうちに科学技術が進歩し、より良

い処分方法や利用方法が見つかる可能性はないとは言えません。そのような場合、現在のような不可逆的な処

分方法をとった場合、もやは、将来の世代は、より良い方法を選択することができなくなることから、将来世

代の決定権を侵害するものといえます。

北海道の寿都町と神恵内村という２つの町村で、一昨年から最終処分法に

もとづく処分場選定手続きが開始されました。

一番大きな問題は、処分場を受け入れる地域の意見が、十分に反映されな

い仕組みになっているということです。特に問題なのは、地域住民や地方自

治体の意見により、開始された選定手続きが途中で中止できる仕組みになっ

ていない、という点です。調査対象となる地方自治体の意見は、「都道府県

知事及び市町村長の意見を聞き、これを十分に尊重」するにとどまっており、

その他にも「理解と協力を得るよう努める」とされているに過ぎず、地元に拒否権や決定権はありません。

そして、地域住民の間では、そもそも地層処分に適した地域があるのかという、処分方法自体の適否につい

ても判断を求められる状況が生じています。しかし、それは、本来、国全体

として国民的議論をしなければならない問題を、特定の地域住民に判断を押

し付けているようなものです。

このように、最終処分法は、地層処分を前提としていること以外にも、多

くの問題をはらんでいることから、同法は廃止すべきです。その上で、既に

大量に発生してしまっている放射性廃棄物の処分方針については、国民的議

論を行うための新たな枠組みを持つ法制度を構築し、検討の場となる会議体

等を設置する必要があります。

恵内村の隣村に建設された
泊原発

寿都町役場



第２８回原告団総会の報告
(2022.9.17開催)

事務局長 山田清彦

今まで、原告団の総会は、裁判の翌日に一つ

の会場に集まり、事務局＋何名かの参加者で開

催してきました。

ところが、新型コロナの感染拡大で、裁判傍

聴をするのも大変な状況の中、zoomでの会議が

可能となりました。これが定着したことで、遠

距離の方とも意思疎通ができることになり、こ

れが最大の利点だと思います。

9月17日の総会では、Zoomで遠方から参加され

た方も「参加ができたんで大変ありがたかった」

という方もいます。

八戸市の原告団事務所に集まったのは数名で

したが、各地からZoomで参加いただき、最後に

は皆さんからの自己紹介、そして激励もいただ

きました。

総会議案書は皆さんに郵送していますので、

当日の質疑等を中心に報告します。

原告団ニュースの編集について

編集は、事務局会議もしくは編集委員会を立

ち上げて進めた方がた方がよいという提案があ

りました。

ニュースは、裁判の報告と日常的な活動を伝

え、会員の皆さんとの意思疎通を図る必要があ

ります。ニュースの中身についても見直しをし

ながら、情報の共有を図っていきたいと考えて

います。

裁判後の報告集会の持ち方

会員の皆様に、裁判に関心を持ってもらうた

めに、傍聴に来ていただいてに、法廷で支えて

もらう、傍聴席から支えてもらうことをお願い

します。

裁判終了後の、記者会見を兼ねた裁判報告会に

も参加していただいて、意見を出していただけ

ればと思います。

核燃裁判が長期化していますが、新しい会員

の方や今後の裁判状況も踏まえて、裁判内容を

解説をする必要があると思います。

裁判協力者に対する謝礼

原告団の活動は33年も経っているので、裁判

を担当している方々、協力していただいている

方々に対して謝礼すべきではないかと提案があ

りました。

財政と相談しながら、決めていきたいと思い

ます。

「裁判あと何年かかるのだ」という疑問

被告が裁判を長引かせる戦術を取っているこ

とや審査のやり直しもあり、更に被告が10回に

わたって反論の準備書面を提出し、その後に証

人調べに入ります。

この証人調べは、原告側の証人と被告側の証

人になるので、これも数年程度はかかると思い

ますので、判決が出るまでは長期が予想されま

す。

多くの人が傍聴することで、裁判長に裁判の

関心の高さを印象付けられます。

誰が原告なのか知りたい

前の訴状には原告の名簿を載せていましたが、

今は名前の公表はしていません。

原告団のホームページでは「私も原告です」

のコーナーがあり、紹介文と写真を載せていま

す。誰でも参加できますので、写真と一緒に

“紹介文（思いなど）”を事務局宛にお送りく

ださい。

出前の講座の要請

核燃・再処理について、市民に知らせる努力

が必要ではないかという意見がありました。

皆さんにご協力いただき、青森県内での出前

講座を企画したいと思います。
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会計報告は非公表とします。
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映画「核の大地」を上映して

八戸市 原告 三笠 朋子

9月4日（日）、原告団主催で、ドキュメン

タリー映画「核の大地」の上映会を、八戸市

で開催した。

この映画は、フランス在住の渡辺謙一監督

が2015年に制作した映画で、米国・ハンフォー

ドでの30年以上も続く廃炉作業、仏国・ラ・

アーグでのプルトニウムの汚染、そして未だ

稼働することができない六ヶ所村再処理施設

を取材し、もはや経済性ゼロの原子力から離

脱できない理由に迫っている。

コロナ禍続きで、人を集めての催し物は久

し振りだったが、上映会のプロジェクトチー

ムを作り、1回目の会議を6月23日に開き、2ヶ

月余りの準備期間の中でバタバタと進めていっ

た。監督や配給会社とのやり取り、チラシ・

ポスターなどの制作、それらを持って手分け

してのお願い周り。今回は高校や大学などに

もお願いすることができた。またチラシ等にQ

Rコードを入れてのチケット予約など、新しい

やり方も取り入れた。そして何といっても目

玉は、フランスの監督と結んでのZOOMによる

対話。上映後に監督にお話をして頂いた後、

こちらから質問をして、それに答えて頂くこ

とができた。

結果、来場者数163名、アンケートの回収は

39枚。予想以上の来場者に受付がゴタゴタし

たり、反省するべき点も少なくはなかったが、

満員御礼に近い状況に、監督からもお褒めの

言葉を頂くことが出来た。新聞の投稿欄を読

んで来た方、知人からではなくご自身でプレ

イガイドに足を運んでチケットを購入した方々

が30名もいたこと、若者が質問をしてくれた

ことなど、本当に嬉しいことも、たくさんあっ

た。

そして強く感じたことは「再処理施設など

に不安を持ち、嫌だと思っている方がこんな

にいる。もっと情報が欲しいのだ。」と云う

こと。私たちのやるべきことが、少し見えて

きた気がした。「具体的にどうしていけば良

いのか？」なかなか難しい問題ではあるが、

この事実はとても心強く、勇気をもらうこと

が出来、明日への活動への大きな力にするこ

とが出来そうだ。

★「核の大地」をご覧になって、印象に残っ

た場面や発言は、ありますか？

・核に悩まされる国が日本だけでなく、ア

メリカ、ドイツ、フランスなどたくさん

ある事を知り驚きました(10代)。

・5年前に八戸に転居してきました。「皆さ

んは当事者」と何度も言われ？自覚が全

然なかったことを痛感しました。

・六ヶ所にゴミが集まる。原発をやめても、

どうするのか？（60代）

・核と原子力は別なものではない、原子力

発電のための原子炉ではなく、核武装の

ために作られてきた(10代)。

★渡辺監督のお話しで、記憶に残る言葉、気

づかされた点は、ありますか？

・放射性物質が煙突から放出される。青森

での六ヶ所、本当に身近に感じました。

声をあげていくことの大事さを、この映

画を通して学んだ（60代）。

・フランスでは、世論がどうなっているの

か興味がある。国の政治に従うしかない

のか？反発する勢力はどうなっているの

か？日本での政治はどうすれば効果的か？

(50代)。

★感想を自由にお書き下さい。

・私は知識が何もない状態で見たので、難

しい言葉は話をされても頭に入ってきませ

んでした。この問題は若者にも関係ある事

です。だから若い人にも興味を持ってもら

う必要があります。そのため、もっと分か

り易くすべきだと思いました。一人一人何

をするべきなのか、どうやってこの国を守っ

ていくべきなのかを考えるべきだと思いま

す(10代)。

・たくさんの方が参加されていて、驚きま

した。止めましょう！(50代)
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2022年  
8 24 岸田首相：エネルギー政策を転換し、次世代型原発の新増設やリプレース（建て替え）を検討す

る方針を公表。 
 24 原子力規制委員会：原発から出る高レベル廃棄物処分場要件として、火山周辺や活断層を除外す

る最低限の要件を正式決定した。 
 29 ピースサイクル2022全国ネットワーク：六ヶ所村、日本原燃、青森県庁に対し、核燃料サイク

ル事業の撤退を申し入れた。 
 30 原告団：「高レベル廃液冷却機能喪失問題」で第2回検討会を開催（Zoom）。 
 31 原告団：「高レベル廃液冷却機能喪失事故」に対し、日本原燃と原子力規制庁・原子力規制委員

会に抗議文を提出。 
9 2 原告団：「高レベル廃液冷却機能喪失事故」に対し、抗議文提出を記者会見で発表（八戸市）。 
 4 原告団：ドキュメンタリー映画「核の大地」上映会を開催（八戸市）。上映終了後参加者163名

と渡辺監督との対話（Zoomで）も行い、盛況裡に終わる。 
 5 日本原燃：再処理工場で 7 月上旬に高レベル廃液貯槽が一時冷却できなくなった問題を巡り、

「今回トラブルがあった条件下であれば、沸騰には至らない」との評価結果を明らかにした。 
 6 宮下宗一郎むつ市長：寺田稔総務相が「使用済燃料税（核燃新税）」の新設に同意したことを受

け、「目先のことで批判されても、50年後に大きな業績だったと言われる結果を出した」と述べ、

税収確保の意義を強調した。 
 7 日本原燃：再処理工場完工延期を決定。設工認の審査（原子力規制委員会）遅れで、新工程は年

末に決定する。青森県知事は「遺憾通り越し驚愕している」と述べ、六ヶ所村長は延期幅が示さ

れなかったことに「不信感を抱かざるを得ない」と。原子力規制委員会更田委員長は、審査が長

期化している点に「懸念が消える状況になっていない」との認識を示した。 
 9~ 

11 第20回イルカ展を青森市民美術展示館で開催。 

 9 J パワー：大間原発工事開始を2年延期、運転開始予定を2030年度に延期した。これに対し、

野崎尚文大間町長は「このままでは町経済は壊滅する。建設を早く進めてほしい」と訴えた。 
 12 原告団：事務局会議開催。 
 13 三村知事：西村康稔経済産業相と経産省で会談し、核燃サイクル政策の推進などについて国の姿

勢を確認した。西村氏は「竣工や操業に向けた対応を官民一体で進めたい」と強調した。 
 14 日本原燃： MOX 燃料加工工場の設工認を巡り、４分割した申請の初回分が原子力規制委員会

から同日付で認可されたと発表した。 
 16 原告団：「高レベル廃液冷却機能喪失問題」で第3回検討会を開催（Zoom）。 
 17 原告団：第28回総会を開催（Zoomで）。 
 21 「青森県を高レベル放射性廃棄物の最終処分地としない条例」制定を求める県民の会：条例制定

を求める請願書と青森県内外から集めた42,427筆の署名を青森県議会に提出した。 
10 5 原子力規制委員会の山中慎介委員長：原発の運転期間を原則 40 年、最長 60 年とするルールが

原子炉等規制法から削除される見通しを示した。 
 6 岸田文雄首相：参議院代表質問で、田名部参院幹事長の質問に答えて、最長50年の貯蔵期限を

設けて六ヶ所村で保管されている高レベル放射性廃棄物について、「事業者が地元の搬出期限の

約束をしっかり順守するよう国としても指導する」と述べた。 
 7 核燃裁判：伊東弁護士と笹田さんによる準備書面2通を提出。 
 11 青森県議会：定例本会議で、反核燃団体が提出していた「青森県を高レベル放射性廃棄物の最終

処分地としない条例」制定を求める請願を不採択とした。 
 15 原告団：「高レベル廃液冷却機能喪失事故」についてのオンライン学習会を開催。日本原燃の事

故対応、国（原子力規制委員会）の対応の問題点などについて伊東弁護士が説明。 
 18 畑中東通村長：東電本社で小早川社長と会い、東通原発の早期工事再開を要望した。東通原発は

東日本大震災以降、11年以上建設工事が中断している。 
 22 原告団：アーライツ法律事務所（6名）の六ヶ所ツアー事前学習として来訪。代表が六ヶ所の施

設や核燃裁判についてレクチャー。 
 26 日本原燃増田社長：定例会見で再処理工場の設工認の審査見通しについて、審査対象となる機器

数で、審査の時間が決まるとの認識を示した。 
 31 量子科学技術研究開発機構：核融合炉の心臓部となる機器「ブランケット」の安全性を実証する

試験装置を六ヶ所研究所に整備し、本格的な運用を始めた。 
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六ヶ所核燃などを巡る動き
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カンパを戴いた方々です(敬称略)。
ありがとうございました。

湯口由紀子、仁木三智子、福原加壽子、森弘子、
外崎淑民、麻生純二、高木久仁子、高橋将之、
奥幸作、伴和弘、大久保徹夫、鈴村稔、西尾美和
子、長谷川清純、小野俊行、田平康子、豊巻絹子、
常盤紀子、河野正義、野坂幸司、藤原将人、渡辺
つたえ、大澤統子、逢坂陽一、髙松恵子、木野田
みはる、野溝春子、村畑勝千代、竹田とし子、
糸永眞吾、安達由起、湯口由紀子、佐原若子、
土井敏彦、曽我日出夫, 建部玲子、匿名希望の方々

会員・サポーター募集中！！

核燃サイクル阻止１万人訴訟原告団

〒039-1166 青森県八戸市根城9-19-9
浅石法律事務所内
TEL/FAX 0178-47-2321

振込口座（ゆうちょ銀行）
（記号 02300 番号 037486）

口座番号:02300-9-37486
口座名：『核燃阻止原告団』

他行からの振込
店名 (店番)：二三九（239）
預 金 種 目：当座
口 座 番 号：0037486
6000円（購読料共）

サポーター /年間3000円（購読料共）

eメール 1man-genkoku@mwe.biglobe.ne.jp

ホームページ https://1mangenkoku.org/

後期会費納入のお願い

原告団は会員の皆様の会費・カンパのご

支援により運営されています。今回のニュー

スと一緒に、後期会費とまだ会費を納めら

れていない方に振込用紙を同封致しました。

何卒よろしくお願いします。

お 知 ら せ

◆ 核 燃 裁 判 12月23日(金) 14：00～青森地裁

裁判終了後 当日の裁判内容についての報告、意見交換会を開催しています。

ぜひ、裁判の傍聴、報告会に参加して下さい。

◆ 学習会(裁判終了後のオンライン学習会)
2023年1月上旬を予定しています。決まり次第お知らせします。

◆ さようなら原発・核燃３・１１青森集会

2023年3月を予定しています。詳細は次回ニュースでお知らせします。

編 集 後 記

小雨混じりの11月3日、「大間原発に反対す

る地主の会」で、町内チラシ播き行動が行わ

れました。参加者は約20数名でしたが、函館

から3名が参加しました。

9月には大間原発の本格工事が始まるはずで

したが、 2年延期ということで地元に与える

影響はかなり大きいと大間町長が述べていま

す。しかし、8年後に運転予定の、世界初のフ

ルMOX 原発が無事故で運転できるかは疑問で

す。

原子力の世界では、人員不足と言われてい

て久しいですが、国は原発をどんどん動かせ

と言ってます。チェルノブイリ原発事故後、

原子力工学科がなくなり、福島原発事故後は

優秀な人材が集まらなくなったということが

実態です。

現在残っている人たちが、果たしてフルMOX

原発の運転をできるのか、運転後の使用済MOX

燃料の再処理ができるのか、大変疑問なとこ

ろです。

私としては、大間町の方との接点は、チラ

シ播きとか街宣行動などでの訪問位ですが、

町を挙げて「大間原発歓迎」という風には見

えません。

電源開発は、今後も工事を延期していくと

思うので、10年後、15年後を見据えると、次

の世代を担う後継者に運動を引継いでもらう

必要があると思います。

原告団の活動にも、これからは若い方に参

加していただくよう工夫したいと思います。

（事務局長 山田清彦）


